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取引DPF消費者保護法の内閣府令案、指針案の解説
弁護士
志部淳之介

1　 新法の成立と内閣府令等の整備
　令和3年5月10日、取引デジタルプラットフォームを
利用する消費者の利益の保護に関する法律（同法は、
取引DPF消費者保護法と略されるが、本稿では、「新
法」という。）が成立した。新法は、デジタルプラット
フォーム上での違法商品の流通など、不適切な事例に
対応するための環境整備を目的とする法律である。細
目は政省令に委任されているところ、2021年11月2日
に取引デジタルプラットフォーム官民協議会の準備会
が立ち上がり、同日、内閣府令案の検討事項が示さ
れ、非公開の場で議論された 1。その成果として内閣
府令案及び指針案が示され、パブリックコメントが実
施された（2022年1月17日締切）。同年2月24日、成案の
内容が公表された。施行時期は同年5月1日である。

2　 内閣府令等の内容
　新法の目玉は、販売業者等情報の開示請求（新法第5
条） 2であるところ、施行規則では、開示請求できる
債権額が1万円を超える場合とされた（規則第4条）。
　衆参両院の附帯決議は、「内閣府令で定める額」に
ついては、消費者被害の実態に照らし、必要十分な消
費者が開示請求制度を利用できるよう、適切な額とす
ることを求めていた。国会審議においても、「一人に
とっては少額でも、広範囲に詐欺的に行われることも
ある」「少額被害は泣き寝入りせよと言わんばかり」「十
分に低廉にすべき」等の要請があった。内閣府令案で
は、債権額が1万円を超える場合とされたことで、日
弁連や消費者団体からは、引き下げを求める意見が出
ていた 3。
　開示請求できる債権額については、販売業者の連絡
先が不明で被害回復のために開示が必要とされたケー
スを分析し、実態に即した形で定めるのが妥当であろ
う。他方で、対応する事業者側のコスト（ひいては商
品役務の代金に転嫁され最終的に消費者が負うコス
ト）にも配慮が必要である。新法と同様に消費者保護
を目的とする特定商取引に関する法律においては、適
用除外の対象となる取引は、3000円未満の取引とされ

ている（同法第26条第4項第3号、同法施行令第7条）こ
とからすると、身元情報開示請求のための下限金額
は、3000円程度が妥当であったといえる。

3　 指針案の内容
　実務的に重要なのは、指針案である（施行日までは
「指針案」とされているので、本稿では「指針案」と
呼ぶことにする。）。新法は、取引デジタルプラット
フォーム提供者の努力義務として、①消費者が販売業
者等と円滑に連絡できるための措置、②消費者からの
苦情に係る事情の調査等、表示の適正確保に必要な措
置、③販売業者に対して、所在情報をはじめ、その特
定のために必要な情報（身元確認情報）を提供させるこ
と、に努めるべき旨を定める（新法第3条）。
　指針案は、新法第3条に規定する取引デジタルプ
ラットフォーム提供者が行う措置に関して、必要な事
項を定めたものである。
（1） 消費者が販売業者等と円滑に連絡することができ
るようにするための措置（新法第3条第1項第1号関
係）
　基本的な取組として、①連絡先や連絡手段が、消
費者が容易に認識することができるような文字の大
きさ・方法をもって、容易に認識することができる
ような場所に示されていること、②消費者が合理的
な期間にわたり、社会通念に照らして相当な時間帯
において、必要に応じ販売業者等と連絡が取れるよ
うにすることを求めている。
　また、望ましい取組の具体例として、以下のもの
が示されている。
ア　販売業者等の連絡先の表示の徹底
（ア）　特商法第11条の販売業者等の氏名・住所等

の表示義務の遵守に資するため、取引デジタ
ルプラットフォーム内に販売業者等向けの専
用ページを設けること。

（イ）　販売業者等が、特商法第11条の規定により
取引デジタルプラットフォームの「場」に連
絡先を掲載しない場合は、消費者からの請求
があり次第、連絡先を記載した書面又は電磁
的記録を遅滞なく提供する旨の表示をするよ
う徹底すること。

（ウ）　販売業者等に対して、連絡先に加え、対応
可能日時も記載するよう義務付けること。

イ　専用のメッセージ機能の提供
　取引デジタルプラットフォーム提供者が、自ら
構築した専用のメッセージ機能を提供すること。
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ウ　連絡手段が機能しているか否かの確認
（ア）　販売業者等が表示する連絡先が連絡手段と

して現に機能していることを確認するため、
取引デジタルプラットフォーム提供者が定期
的なパトロールを実施すること。

（イ）　消費者からの情報受付窓口を設置して販売
業者等への連絡の可否に関する情報を収集す
ること。

エ　連絡手段が機能しない場合の取引デジタルプ
ラットフォーム提供者の対応
（ア）　消費者からの連絡に対して、一定期間販売

業者等から返信がない場合は取引デジタルプ
ラットフォーム提供者が回答を促すこと。

（イ）　消費者から、販売業者等への連絡手段が機
能しないとして取引デジタルプラットフォー
ム提供者に問合せがあった場合の内部的な標
準処理期間を設けること。

（2） 消費者から苦情の申出を受けた場合の販売条件等
の表示の適正を確保するための措置（新法第3条第1
項第2号関係）
ア　消費者からの苦情の申出の受付
（ア）　購入した商品等に関する苦情であれば注文
（取引完了）確認画面又はメールに、購入前の
商品等に関する苦情であれば商品ページごと
に苦情申出のためのリンクを貼る等、消費者
にとって分かりやすい場所、分かりやすい方
法で受け付けられるようにすること。

（イ）　申出を受け付けた旨及び当該申出への対応
について申出を行った消費者に対し回答する
こと。

（ウ）　苦情の申出の受付を購入後に限定せず、疑
義情報の通報という形式等により購入前の苦
情の申出も受け付けること。

イ　関係者への照会等
（ア）　特に商品の安全性や知的財産権の侵害等の

リスクが高い商品等について、製造業者、ブ
ランドオーナー、権利者等にスムーズに照会
できる仕組みを整えること。

（イ）　商品の販売等に関し監督官庁がある場合
に、当該監督官庁との連絡担当者の配置や
ホットラインの設置等により、円滑な連絡体
制を構築すること。

ウ　不適正な表示を行った販売業者等への対応
（ア）　利用規約に基づき状況に応じた比例的な制

裁を行うこと。

（イ）　違反の状況等の記録を蓄積し、利用規約の
改定等の予防措置の改善に活用すること。

（3） 販売業者等の特定に資する情報の提供を求める措
置（新法第3条第1項第3号関係）
　基本的な取組として、取引デジタルプラット
フォーム提供者が、販売業者等の表示について問題
のおそれのある事例に接した場合に、販売業者等に
対し、その特定に資する情報（販売業者等の身元の
特定につながり得るあらゆる形式の情報）の提供を
求めることが必要とされている。
　また、必要な情報をより円滑に求めることができ
るよう、アカウント登録時に、販売業者等の特定に
資する情報の提供を求めることや、日常的な監視活
動を通じて情報が疑わしい事例に接した場合に販売
業者等に対し裏付けの資料を求めること、などが期
待されている。
　望ましい取組の具体例としては、以下のものが示
されている。
ア　アカウント登録に当たり、法人であれば当該法
人自らの法人番号又は登記事項証明書等、個人事
業主であれば当該個人自らの住民票や事業証明書
等の情報及び公的書類の提出を受けること。
イ　販売業者等の氏名又は名称が、登録された銀行
口座の名義と一致しているか確認すること。
ウ　商品の販売等に許認可等が必要である場合に
は、許認可等を受けた旨の証明書の提出を受ける
こと。
エ　取引の過程において登録情報と異なる情報に接
したときは、個別に事実確認を行い、正しい情報
の記載を求めること。

（4） まとめ
　以上のように、指針案では、ベストプラクティス
という形で事業者に求められる内容が具体的に記載
されている。これらは、努力義務の指針ではある
が、義務を怠り長期間放置しているような場合に
は、企業評価や、損害賠償法上の違法評価に影響す
ることも考えられる。事業者としては、コンプライ
アンスの観点から、自社がベストプラクティスに記
載された内容を実践できているか見直す必要があろ
う。

4　 最後に
　内閣府令等の施行時期は、令和4年5月1日である。
施行を控え、事業者に求められるルールを確認し、実
践していく必要がある。
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1　 日本消費経済新聞2021年11月15日2347号
2　 消費者が自己の債権を行使するために、販売業者等の氏名又は
名称、住所その他権利行使に必要な情報（内閣府令で定められ
る）の確認をする必要がある場合に、販売者情報の開示を求める
ことができる制度である（新法第5条第1項）。

3　 前掲、日本消費経済新聞記事


